
年度 設計書

工事番号

路線名等

工事箇所

工    種

令和　８ 有年土地区画整理事業　区画道路舗装外工事                    

【設計図書】                                      

第建-41号                                                             

歩-21号線、R6-42号線                                                  

赤穂市　有年土地区画整理　地内                                        

舗装                                                                  

                              区画整理課                              

（当初設計）    



工　　事　　費 概　　　　　要

実　　　　　施 今　回　変　更 増　　減　　額
（前回変更）

設 計 額

（内消費税額）

請 負 額

（内消費税額）

円 円 円

（ （ （円） 円） 円）

円 円 円

（ （ （円） 円） 円）

執行方法
施 工 日 数
または
施 工 期 限

（起工理由）

                          
      令和9年1月29日      
                          

   請負   

                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  

施工延長　　L=202m                                
　道路土工　　　　1式                             
　排水構造物工　　L=78m                           
　構造物撤去工　　1式                             
　舗装工　　　　　A=901m2                         
　仮設工　　　　　1式                             
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  



          
構造物撤去工

        62         枚    
コンクリート蓋、自由勾配側溝300用       蓋版工

        16         枚    
グレーチング蓋、自由勾配側溝300用       蓋版工

          
側溝蓋

        78         ｍ    
B:300×H:400                            自由勾配側溝

          
自由勾配側溝

          
側溝工

          
排水構造物工

土砂等運搬
    式           1     

土砂等運搬

埋戻し
    式           1     

埋戻し

床掘り
    式           1     

床掘り
          

作業土工
          

道路土工
          

道路改良

本工事費　　　　　　　　　　　　　　　　
数量増減数量（今回）数量（前回）単  位規格１・規格２費目・工種明細など

/-頁

                                        

000400010　　　　　　　契約数量表                



          
道路土工

          
舗装

         1         式    
汚泥                                    処分費

         1         式    
ｱｽﾌｧﾙﾄ殻                                処分費

         1         式    
ｺﾝｸﾘｰﾄ殻(無筋)                          処分費

          
殻処分

         1         台    
舗装版切断に伴う濁水                    運搬費

         2         m3    
舗装版破砕                              殻運搬

        14         m3    
ｺﾝｸﾘｰﾄ(無筋)構造物とりこわし            殻運搬

          
殻運搬

          
運搬処理工

        56         m2    
                                        舗装版破砕(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装版)

          
舗装版破砕

         3         ｍ    
As舗装版厚->15cm以下                    舗装版切断(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装版)

          
舗装版切断

        14         m3    
無筋構造物                              構造物とりこわし工

          
ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物取壊し

          
構造物取壊し工

数量増減数量（今回）数量（前回）単  位規格１・規格２費目・工種明細など

/-頁

                                        

000400020　　　　　　　契約数量表                



          
ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装

          
ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工

       804         m2    
ｔ＝４０mm                              表層(車道・路肩部)

        96         m2    
ｔ＝４０mm                              表層(車道・路肩部)

          
表層(車道･路肩部)

       860         m2    
粒調砕石 M-25,M-30,M-40                 上層路盤(車道・路肩部)

          
上層路盤(車道･路肩部)

          
ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工

       804         m2    
補足材料->有り(46mm以上53mm未満)        不陸整正

        40         m2    
補足材料->有り(28mm以上34mm未満)        不陸整正

          
不陸整正

          
舗装準備工

          
舗装工

        40         m3    
土質->土砂(岩塊･玉石混り土含む)         土砂等運搬

          
土砂等運搬

        40         m3    
土砂 上記以外(小規模)                   掘削

          
掘削

          
掘削工

数量増減数量（今回）数量（前回）単  位規格１・規格２費目・工種明細など

/-頁

                                        

000400030　　　　　　　契約数量表                



交通誘導警備員 Ｂ

交通誘導警備員 Ａ
    式           1     

交通誘導警備員
          

交通管理工
          

仮設工
        10         m2    

t=70mm,18-12-20BB                       土間ｺﾝｸﾘｰﾄ工
数量増減数量（今回）数量（前回）単  位規格１・規格２費目・工種明細など

/-頁

                                        

000400040　　　　　　　契約数量表                



数量総括表
事業区分 （ﾚﾍﾞﾙ0） 道路新設・改築

工事区分 （ﾚﾍﾞﾙ1） 道路改良
工種 (ﾚﾍﾞﾙ2)

種別 (ﾚﾍﾞﾙ3)
名　　　称 規格(ﾚﾍﾞﾙ5) 単　位 摘　要

本工事費

道路改良

道路土工

作業土工

床掘り

床掘り 土砂 上記以外(小規模) 47.6 40 m3

埋戻し

埋戻し 上記以外(小規模) 土砂 25.6 20 m3

土砂等運搬
土砂(岩塊･玉石混り土含む)

土砂等運搬；(小規模) DID区間->無し 19.2 10 m3

排水構造物工

側溝工

自由勾配側溝

自由勾配側溝 B:300×H: 400 78.1 78 m

側溝蓋

工　事　名 有年土地区画整理事業　区画道路舗装外工事

数　量

計算数量 設計数量
算　　　　　式

（1/4） 赤穂市



数量総括表
事業区分 （ﾚﾍﾞﾙ0） 道路新設・改築

工事区分 （ﾚﾍﾞﾙ1） 道路改良
工種 (ﾚﾍﾞﾙ2)

種別 (ﾚﾍﾞﾙ3)
名　　　称 規格(ﾚﾍﾞﾙ5) 単　位 摘　要

工　事　名 有年土地区画整理事業　区画道路舗装外工事

数　量

計算数量 設計数量
算　　　　　式

グレーチング蓋

蓋版工 自由勾配側溝300用　細目 16 16 枚

コンクリート蓋

蓋版工 自由勾配側溝300用 62 62 枚

構造物撤去工

構造物取壊し工

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物取壊し

構造物とりこわし工；[機械施工] 無筋構造物 14.9 14 m3

舗装版切断

舗装版切断(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装版) As舗装版厚->15cm以下 3.0 3 m

舗装版破砕

障害 無し　
舗装版破砕(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装版) 撤去厚 15cm以下 56.1 56 m2

運搬処理工

殻運搬
ｺﾝｸﾘｰﾄ(無筋)構造物とりこわし

殻運搬 ＤＩＤ区間無し Ｌ＝10.9km以下 14.9 14 m3

舗装版破砕

殻運搬 ＤＩＤ区間無し Ｌ＝7.5km以下 2.8 2 m3
舗装版切断に伴う濁水

運搬費 運搬距離17.7㎞ 1 1 台

（2/4） 赤穂市



数量総括表
事業区分 （ﾚﾍﾞﾙ0） 道路新設・改築

工事区分 （ﾚﾍﾞﾙ1） 舗装
工種 (ﾚﾍﾞﾙ2)

種別 (ﾚﾍﾞﾙ3)
名　　　称 規格(ﾚﾍﾞﾙ5) 単　位 摘　要

工　事　名 有年土地区画整理事業　区画道路舗装外工事

数　量

計算数量 設計数量
算　　　　　式

殻処分

処分費 ｺﾝｸﾘｰﾄ殻(無筋) 1 1 式

処分費 ｱｽﾌｧﾙﾄ殻 1 1 式

舗装版切断に

処分費 汚泥 1 1 式 伴う濁水

0.005 ＜ 0.5 ≒ 0.5 t 0.5tまで一律単価

舗装

道路土工

掘削工

掘削
土砂 上記以外(小規模)

掘削 標準以外 40.2 40 m3

土砂等運搬
土砂(岩塊･玉石混り土含む)

土砂等運搬；(小規模) DID区間->無し 40.2 40 m3

舗装準備工

不陸整正

補足材料:有

不陸整正 M-30、t=30mm 40.8 40 m2

投棄量：0.5t

投棄量：14m3

投棄量：2m3

（3/4） 赤穂市



数量総括表
事業区分 （ﾚﾍﾞﾙ0） 道路新設・改築

工事区分 （ﾚﾍﾞﾙ1） 舗装
工種 (ﾚﾍﾞﾙ2)

種別 (ﾚﾍﾞﾙ3)
名　　　称 規格(ﾚﾍﾞﾙ5) 単　位 摘　要

工　事　名 有年土地区画整理事業　区画道路舗装外工事

数　量

計算数量 設計数量
算　　　　　式

補足材料:有

不陸整正 RC-30、t=50mm 804.8 804 m2

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工

上層路盤(車道・路肩部)

粒調砕石
上層路盤(車道・路肩部) M-30、t=90mm 860.6 860 m2

表層(車道・路肩部)
密粒度ｱｽｺﾝ(下水ｽﾗｸﾞ入再生材)

表層(車道・路肩部) PK-3、t=40mm 96.6 96 m2 1.4m以上3.0m以下

密粒度ｱｽｺﾝ(下水ｽﾗｸﾞ入再生材)

表層(車道・路肩部) PK-3、t=40mm 804.8 804 m2 3.0m超

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装

t=70mm

土間ｺﾝｸﾘｰﾄ工 18-12-20BB 10.5 10 m2

仮設工

交通管理工

交通誘導警備員

交通誘導警備員 A 5 5 人日

交通誘導警備員 B 26 26 人日

（4/4） 赤穂市
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 特  記  仕  様  書   

            

            

 事業名    有年土地区画整理事業    

            

            

            

 工事名 区画道路舗装外工事  

            

            

            

 工事施工箇所 赤穂市 有年土地区画整理 地内  

            

            

            

 工事期間 契約書に定める工事の始期日 ～令和 ９年  １月 ２９日  

            

            

            

            

 兵 庫 県 赤 穂 市  
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第 1 章 総則 

 

（特記仕様書の適用） 

第  １条  本工事は、設計書、図面、兵庫県土木工事共通仕様書（最新版）及び第２章

第２項に定めた準拠規格及び関係法令を遵守するとともに、この特記仕様書

により施工しなければならない。 

（主任技術者及び監理技術者） 

第  ２条  受注者は、本工事に関する主任（監理）技術者を定め、その氏名を書面によ

り発注者に通知しなければならない。主任（監理）技術者を変更したときも

同様とする。 

（技術管理） 

第  ３条  主任（監理）技術者は、次に揚げる技術管理を実施しなければならない。た

だし、工事の進捗に伴い、必要な事項が生じた場合には、次の各号に追加す

ることがある。 

（１）品質管理 

（２）写真、展開図による出来形管理 

（３）工程表による工程管理 

（品質管理） 

第  ４条  主任（監理）技術者は、兵庫県土木工事施工管理基準（最新版）で定めると

ころによる測定又は試験を行い、管理図又は結果表を作成し、監督員に提出

しなければならない。 

（測定・試験値による措置） 

第  ５条  主任（監理）技術者は、前条の管理図、結果表の測定若しくは試験値が著し

く偏向している場合又はバラツキが大きい場合若しくは所定の範囲に適合

しない場合には、その原因を究明し、施工計画の見直し等の措置を講ずると

ともに、その結果表を監督員に報告し、工事の手直し、補強等の必要がある

場合には監督員の指示に従わなければならない。 

（出来形管理） 

第  ６条  主任（監理）技術者は、工事の施工の順序に従い工事写真及び出来形確認図

を作成し、監督員に提出しなければならない。 

（工事写真） 

第  ７条  前条の工事写真はサービス版とし、工事着手前、施工中（品質管理写真を含

む。）及び完成後におけるそれぞれの写真の撮影箇所、枚数、整理方法等に

ついては監督員の指示に従うものとする。 

（施工後明視できない箇所の測定・撮影） 

第  ８条  水中又は地下に埋設する工事、その他完成後外面から明視することができな

い工事の施工箇所については、主任（監理）技術者は原則として監督員の立

会を求め、測定及び工事写真の撮影を行うものとする。 
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（工事管理） 

第  ９条  主任（監理）技術者は、横線式（バーチャート）又はネットワーク式その他

による工程表を作成し、監督員に提出するとともに工程の完全な遂行を図ら

なければならない。 

２  災害その他の事情により工事が遅延したときは、主任（監理）技術者は直

ちにその理由、原因を書面により監督員に提出するとともに、進捗度の回

復に努めなければならない。 

（現場管理） 

第１０条  受注者は、現場代理人、監理技術者、主任技術者及び専門技術者並びに下請

負業者に、工事現場内において工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印

の入った名札を着用させるものとする。 

 

監理（主任）技術者 

       氏 名 ○○ ○○ 

       工事名 ○○○○○○○○○工事 

       工 期 自 令和○○年○○月○○日 

写   真      至 令和○○年○○月○○日 

2 ㎝×3 ㎝ 

程   度 

       会社名 ◇◇建設株式会社 印 

 

 

（工事実績データベースの登録義務） 

第１１条  受注者は、受注時又は変更時において工事受注金額が５００万円以上の工事

について、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・

完成・訂正時に工事実績情報として「工事カルテ」を作成し監督員の確認を

受けたうえ、受注時は契約後、土・日曜日、祝日等を除き１０日以内に、登

録内容の変更時は変更があった日から土・日曜日、祝日等を除き１０日以内

に、完成時は工事完成後１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請し

なければならない。 

また、（一財）日本建設情報総合センター発行の「工事カルテ受領書」が

受注者に届いた際には、その写しを直ちに監督員に提出しなければならない。

なお、変更時と完成時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の提出を省

略できるものとする｡ 
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（建設副産物対策） 

第１２条 「兵庫県建設リサイクル推進計画」（平成１６年１月策定）の推進を図るた

め、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイク

ル法」という。）（平成１２年５月）に基づく「再生資源利用［促進］（計画・

実施）書」を作成し提出すること。 

・工事着手時 ： 「再生資源利用［促進］計画書」 

・完  成  時 ： 「再生資源利用［促進］実施書」 

２ 建設リサイクル法第１３条及び省令第４条に基づく書面を工事着手時に提

出すること。 

３  再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特 定 建 設 資 材

廃 棄 物 の 種 類
施設名称 所在地 運搬距離 受入等諸条件 その他 

土砂 

（現場内処分） 

有年第 5 公

園予定地 

有年土地区

画整理地内 
1.9km 

当該施設の受

入条件を遵守

すること 

監 督 員

の 指 示

による 

ｺﾝｸﾘｰﾄ殻（無筋） ㈱宮本技建 

赤穂郡上郡

町岩木甲 62

番 

10.3km 

ｱｽﾌｧﾙﾄ殻（掘削） ㈱金海興業 
相生市竜泉

町 315 番 1 
7.5km 

    上表は、積算参考条件を明示しているものであり、受入施設を指定するも

のではない。受注者は、県登録施設から搬出先施設を選定し、兵庫県土木工

事共通仕様書に基づき、施工計画書に記載して監督員に提出しなければなら

ない。なお、受注者の選定した施設が、積算参考条件と異なる場合において

も設計変更は行わない。 

ただし、上表の施設が工事発注後に県登録施設から登録抹消されるなど、

受入困難となった場合は、設計変更を行う。 

この他、工事発注後に明らかになった事情により、当初想定した積算参考

条件により難い場合は、監督員と協議の上、必要に応じて設計変更を行う。 

第１３条 舗装の切断作業に伴い発生する濁水等の適正処理 

（１）濁水等の適正処理 

        舗装の切断作業に伴い発生する濁水等は、「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」に基づき、下表の分類により、適正に処理すること。 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

       表  産業廃棄物の分類 

工法  

区分 
濁水が生じる工法（湿式） 

濁水が生じない工法 

（空冷式 等） 

排出形態 濁水※1 粉体 

産業廃棄物の 

分類 

「汚泥」、含まれる成分によっ

ては、「汚泥＋廃アルカリ混合

物」 

 （※1乾燥させた場合も同様） 

「がれき類」※2 

（※2政令市等[神戸･尼崎･西宮･

明石･姫路]以外における取扱

い。政令市等における分類は異

なる場合があるため、別途当該

市の環境部局に確認のこと） 

（２）濁水が生じる工法での処理方法等 

        濁水が生じる工法（湿式）を採用する場合は、産業廃棄物の「汚泥」又は

「汚泥＋廃アルカリ混合物」として適正に処理すること。収集・運搬・処理

方法は下記ア～ウのとおりとする。 

      ア 収集方法 

        以下の収集方法等により、直接現場外に排水することなく、適正に収

集すること。なお、これらの方法は指定ではなく、各現場にて適正に収

集することが可能な方法で収集すること。 

イ 運搬方法 

収集した濁水は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の運搬の基準

に従い、適正に処理すること。 

ウ 処理方法 

          収集した濁水は、産業廃棄物の「汚泥」として「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」に基づき適正に処理すること。 

             なお、収集した濁水に含まれる成分によっては、産業廃棄物の「廃アル

カリ」との混合物に分類される可能性があるため、処理の際には十分注意

すること。また、pH12.5 以上の場合は「特別管理産業廃棄物」としての

処理が必要となるので十分注意すること。 

            「廃アルカリ」又は「特別管理産業廃棄物」としての処理が必要となっ

た場合には、その処理方法を監督員と協議の上、適正に処理するものとし、

その際に必要となる経費については、設計変更の対象とする。 

（３）濁水が生じない工法での処理方法等 

        濁水が生じない工法（空冷式等）を採用する場合は、収集にあたり吸引装

置を併用するなど、粉塵の飛散防止対策を行うとともに、収集した粉塵につ

いては、産業廃棄物の「がれき類」として適正に処理すること。 

（４）当初設計における濁水処理費 

      当初設計においては、建設副産物の処理並びに受入価格（建設廃棄物「汚

泥」）については、兵庫県土木部が発行する（令和 8 年 8 月 1 日）備考及び

特記事項に「500 ㎏まで一律」と記載されているため以下のとおり計上して

いる。濁水量は実施数量（マニュフェストで確認）に応じて設計変更を行う。 

① 濁水量 0.005t（0.5t 未満は一律単価のため、設計数量を 0.5t で計上） 

② 運搬費  普通トラック（2t）運搬 
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③ 処理施設  

廃 棄物

の種類 

施設の 

名称 
所在地 

運搬 

距離 
受入等諸条件 その他 

汚泥 赤穂ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 
赤穂市加里

屋 1250-1 
17.7km 

当該施設の受

入条件を遵守

すること 

監 督 員

の 指 示

による 

      上表は、積算参考条件を明示しているものであり、受入施設を指定するも

のではない。受注者は、県登録施設から搬出先施設を選定し、兵庫県土木工

事共通仕様書に基づき、施工計画書に記載して監督員に提出しなければなら

ない。なお、受注者が選定した施設が、積算参考条件と異なる場合において

も設計変更は行わない。 

      ただし、上表の施設が工事発注後に県登録施設から登録抹消されるなど、

受入困難となった場合は、設計変更を行う。 

      この他、工事発注後に明らかになった事情により、当初想定した積算参考

条件により難い場合は、監督員と協議の上、必要に応じて設計変更を行う。 

（建設リサイクル法等に基づく手続き） 

第１４条 受注者は、契約締結までに建設リサイクル法第１２条に基づき、必要事項を

所定の書面に記載し提出すること。また、工事が完了したときは、建設リサ

イクル法第１８条に基づき、以下の事項を書面に記載し、提出するものとす

る。 

・再資源化が完了した年月日 

・再資源化等をした施設の名称及び所在地 

・再資源化等に要した費用 

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用計画及び再生資源利用促

進計画を工事現場の公衆が見やすい場所に掲げなければならない。掲示様式

は県 HP に掲載の様式又は建設副産物情報交換システムで出力される様式

を使用することとする。 

（建設廃棄物処理） 

第１５条  建設廃棄物の処理は「建設副産物適正処理推進要綱」に基づき処理すること。 

（水セメント比の上限値） 

第１６条  土木コンクリート構造物の耐久性を向上させるため、当該工事に使用するコ

ンクリートの水セメント比は、鉄筋コンクリートについては５５％以下、無

筋コンクリートについては６０％以下とする。 
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（交通誘導員の資格等） 

第１７条  本工事に配置する交通誘導員は、原則として交通誘導警備検定合格者（１級

又は２級）を配置することとする。ただし、交通誘導警備検定合格者を配置

できない場合は、交通誘導に関し専門的な知識及び技能を有する警備員を配

置することとする。 

資  格 資 格 要 件 

１・２級交通誘導警備検

定合格者 

公安委員会が学科及び実技試験を行って、交通誘

導警備に関して専門的な知識及び技能を有すると

認めた者。 

交通誘導に関して専門

的な知識及び技能を有

する警備員 

・ 警備業法における警備員指導教育責任者資格

者証の交付を受けている者。 

・ 警備業法における指定講習を修了した者。 

・ 警備業法施行規則における基本教育及び業務

別教育（警備業法第２条第１項第２号の警備

業務）を既に受けている者で、交通誘導に関

する警備業務に従事した期間（実務経験）が

１年以上である者。 

２ 受注者は、交通誘導員として交通誘導警備検定合格者を配置した場合、交通

誘導警備検定合格証（写し）を監督員に提出するものとする。 

受注者は、交通誘導員として交通誘導に関し専門的な知識及び技能を有す

る警備員を配置した場合、交通誘導に関し専門的な知識及び技能を有すると

確認できる次の資料のいずれかを監督員に提出するものとする。 

      ・警備員指導教育責任者資格者証（写し） 

      ・指定講習修了証明書（写し） 

・警備業法施行規則第３８条第２項に定める基本教育並びに同条第３項及

び第４項に定める業務別教育（警備業法第２条第１項第２号の警備業

務）を受講したことを証明する警備員名簿及び教育実施状況等の写し、

並びに交通誘導に関する警備業務に従事した期間(実務経験)が 1 年以上

であることを証明する書類。 

（瀝青材料・一般事項） 

第１８条 本工事における再生密粒度アスファルト混合物（ＴＯＰ１３）は、下水汚泥

溶融スラグを用いたアスファルト混合物（以下「下水汚泥スラグアスファル

ト混合物」という。）の使用を原則とする。ただし、材料の調達が困難な場

合は、通常の再生密粒度アスファルト混合物の使用を妨げない。 

      なお、この場合、事前に発注者の了解を得るものとするが、設計変更の対

象とはしない。 

   ２ 下水汚泥スラグアスファルト混合物における材料の試験成績表や品質証明

書の提出、配合設計及び試験練り等については、兵庫県土木工事共通仕様書

によるものとする。 

   ３ 下水汚泥溶融スラグ及び下水汚泥スラグアスファルト混合物の品質は「下水

汚泥溶融スラグの品質基準」、「下水汚泥溶融スラグを用いたアスファルト混

合物の品質基準」を満たすものとする。 
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   ４ 下水汚泥スラグアスファルト混合物には、揖保川浄化センター（兵庫西流域

下水汚泥広域処理場）で製造された溶融スラグを使用するものとする。 

（境界ブロック・一般事項） 

第１９条 本工事においては、「下水汚泥溶融スラグを用いたコンクリート二次製品使

用促進要領」（以下「要領」という。）に基づき認定された下水汚泥溶融ス

ラグを用いたコンクリート二次製品（以下「認定製品」 という。）の使用

を原則とする。 

ただし、認定製品が調達できない等の理由により、監督員の了解を得られ

た場合は認定製品以外の製品を使用することができる。ただし、設計変更の

対象とはしない。 

   ２ 認定製品の品質管理においては、JIS 認証製品と同様の取り扱いとする。 

   ３ 受注者は、現地に納品された製品について、要領に記載されたスラグマーク

の表示を確認するものとする。 

（施工体制台帳） 

第２０条 受注者は、施工体制台帳及び施工体系図を作成し､工事現場に備えるととも

に、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１５条に基づい

て監督員に提出するものとする。このとき、施工体制台帳は兵庫県土木工事

共通仕様書の様式例－１及び様式例－２、施工体系図は様式例－３を参考と

してそれぞれ作成するものとする。 

      また、受注者は、様式例－４を参考として工事担当技術者の施工体系図を

作成して、監督員に提出するものとする。工事担当技術者の施工体系図には､

受注者の主任（監理）技術者及び専門技術者並びに下請負業者の主任技術者

の顔写真、氏名、生年月日、所属会社名等を記載するものとする。 

   ２ 受注者は、建設業法施行規則第１４条の２第４項第２号に基づく添付書類を

施工体制台帳とともに、監督員に提出するものとする。 

（レディーミクストコンクリート） 

第２１条  受注者はコンクリート打設毎に「打設状況報告書」を作成し監督員に提出す

るものとする。 

（週休２日制度） 

第２２条  本工事は、原則週休２日（土曜・日曜）を確実に取得できるよう工事を実施

する「週休２日制度」の対象工事であり、その旨を工事看板に明記すること。 

また、建設業へ入職しやすい環境整備のため、週休２日が確実に確保できる

よう受発注者間で工程を調整し、施工計画を作成するなどの取組みを行う。 

２  悪天候や作業工程等の理由により、平日が現場閉所となり、土曜や日曜に作

業を行った場合は、１ヵ月あたり２日を上限として、土曜・日曜の現場閉所

日を平日に振り替えることを可能とする。なお、月単位の週休２日が認めら

れる状態になるよう振り替えること。 

３  現場稼働中の工期（工事着手（現場測量等）前、年末年始休暇６日間、夏季

休暇３日間、一時中止期間、工場製作期間、工事完了後等の期間を除く。）

において現場閉所の週休２日(月単位の週休２日)を達成した場合に工事成

績の評価を行う。 

明らかに受注者側に週休２日に取り組む姿勢が見られなかった場合は、

「法令遵守等」で減点措置を行う。 
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４  現場閉所の確認のため、受注者は、工事履行報告書を提出すること。 

５  土曜・日曜の休日に受注者の作業員及び下請け企業が他の現場で作業に従事

することを制限しない。同様に現場代理人等（監理技術者、主任技術者）が

休日に書類作成等の内業や他の現場に従事することを制限しない。ただし、

専任の者である場合、他の現場に従事しないこと。 
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 提 出 書 類 一 覧 表  

 提出書類 提出時期 部数 提出 適        用 

 現場代理人届(経歴書共) 着手時 1 〇    

 主任(監理)技術者届(〃) 〃 1 〇    

 工事工程表 〃 2 〇    

 施工計画書 〃 2 〇    

 工事用材料の承認願 〃 2 〇    

 下請負者選定届 〃 1 〇  添付資料については、監督員の指示による 

 施工体制台帳 〃 1 〇  工事担当技術者の施工体系図も含む 

 工事カルテ受領書 〃 1 〇    

 リサイクル法に基づく書面 〃 2 〇  法律第 13 条及び省令４条に基づく書面 

 工事用材料の検査願 工事中 2     

 施工承認図 〃 2     

 週間工程表 〃 1   前週の工程会議の日に提出 

 月間工程表 〃 1 〇  毎月２５日以前に提出 

 工事履行報告書 〃 1 〇  前月最終工程会議（打合せ）の日に提出 

 立会願・休日等の作業願い 〃 1 〇  前週の工程会議の日に提出 

 工事打合簿 〃 1 〇    

 工事完了届 完了時 1 〇    

 工事引渡書 〃 2 〇    

 工事請負金請求書 〃 1 〇    

 
出来形管理 〃 1 〇  

出来高数量総括表、出来形成果表、竣工図（展開図等）、

マニフェスト、再資源化等報告書、伝票、建退共証紙

貼付実績表 等 

 品質管理 〃 1 〇  品質管理試験成績書、コンクリート打設報告書 等 

 安全管理 〃 1 〇  新規入場者教育、安全教育・訓練等報告、KY 活動 等 

 工事写真 〃 1 〇    

 官公庁等への手続き 〃 1 〇  道路使用許可、特定建設作業実施届出書 等 

 その他 随 時 1 〇  監督員が必要とするもの。 



11 

 

補  足  事  項 

 

 

1.  本工事の施工にあたり、当然必要と認められる些少の工事箇所については、発

注者・受注者で協議の上、監督員の指示に従い施工すること。 

 

 2.  本工事の竣工後、監督官庁等の検査前における手直し及び監督員の指示する修

繕は、受注者の負担にて行うこと。 

 

 3.  受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入を禁止する場合は、

その区域に柵、門扉、立入禁止の標示板等を設けなければならない。 

 

 4.  受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視又は監

督員に連絡を行い、安全を確保しなければならない。 

 

 5.  受注者は、工事中における安全確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法等関

連法令に基づく措置を常に講じておくこと。 

 

6.  本工事は、前払金の対象であり、一般管理費等の補正は行っていない。（前払

補正係数＝1.00） 

 

7.  本工事の施工にあたり、関係各所への申請等手続きが必要な場合は受注者の 

負担にて行うこと。 

 

 8.  本工事施工の際に土埃等の飛散や路面の汚染が想定される場合には、受注者に 

て散水車等により飛散防止等の対策を講じること。 

 

 9.  受注者は、地権者に対して誠意をもって対応すること。 

 

 10.  本工事の施工箇所は上下水道工事と近接しているため、特に工程については監 

督員及び上下水道工事関係者との調整を十分に図ること。 

 

 11.  区画道路 R6-42 号線の舗装工事は、水道工事後の令和 9 年 1 月中に施工ができ 

るよう、工程調整を図ること。 

 

 12.  工事用車両の通行については、一般車両を最優先にし、生活道路の通行は必要 

最小限にすること。（アンダーパス通行不可） 

 

13.  その他必要事項は、赤穂市契約規程による。 

 
 

 

 
 


















